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総 行 経 第 ２ ２ 号
総 財 公 第 ６ ４ 号
総 財 務 第 ６ ９ 号
平成２６年３月３１日

各 都 道 府 県 知 事

各都道府県議会議長

各 指 定 都 市 市 長

各指定都市議会議長

総 務 大 臣

地方独立行政法人法施行規則の一部を改正する省令の公布及び施行

等について（通知）

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の

整備に関する法律 平成２５年法律第４４号 において地方独立行政法人法 平（ ） （

成１５年法律第１１８号。以下「法」という ）の一部が改正されたことに伴。

い、このたび、地方独立行政法人法施行規則の一部を改正する省令（平成２６

年総務省令第３０号 、地方独立行政法人の設立、定款の変更及び解散の認可）

の基準の一部を改正する告示（平成２６年総務省・文部科学省告示第１号 、）

地方独立行政法人が出資等に係る不要財産を譲渡したときに出資等団体に納付

すべき金額を算定する基準等（平成２６年総務省告示第１２８号。以下「算定

基準」という ）並びに地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計。

基準注解を定める件の一部を改正する件（平成２６年総務省告示第１２６号）

が公布され、平成２６年４月１日から施行されることとなりました。

また、地方独立行政法人制度に係る税制改正として、所得税法施行令等の一

部を改正する政令（平成２６年政令第１３７号 、法人税法施行令の一部を改）

正する政令（平成２６年政令第１３８号 、租税特別措置法施行令等の一部を）

改正する政令（平成２６年政令第１４５号 、地方税法等の一部を改正する法）

律（平成２６年法律第４号）及び地方税法施行規則及び航空機燃料譲与税法施

行規則の一部を改正する省令（平成２６年総務省令第３４号）が公布され、平

成２６年４月１日から施行されることとなりました。

貴職におかれては、下記事項に留意の上、その円滑な施行に向け、格別の配

慮をされるとともに、各都道府県知事におかれては、貴都道府県内の指定都市

殿
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を除く市町村長及び市町村議会議長に対してもこの旨周知願います。

なお、本通知は、地方自治法第２４５条の４第１項に基づく技術的な助言で

あることを申し添えます。

記

Ⅰ 地方独立行政法人法関係法令の改正に関する事項

第１ 地方独立行政法人法施行規則の改正

１ 吸収合併の場合における債権者保護手続

（１）法第１０８条第１項各号に定める事項が関係設立団体の協議により定

められたときは、設立団体の長は、遅滞なく、その内容を当該設立団体が

設立した吸収合併消滅法人又は吸収合併存続法人に通知するものとされた

こと （地方独立行政法人法施行規則（平成１６年総務省令第５１号。以。

下「規則」という ）第５条第１項及び第７条第１項関係）。

（２ （１）の通知があった場合には、吸収合併消滅法人又は吸収合併存続）

法人は、法第１１０条第２項又は法第１１１条第２項に規定する一定の期

間を設立団体の長の指定する日までの間で定めるとともに、吸収合併消滅

法人及び吸収合併存続法人の最終事業年度の貸借対照表（最終事業年度が

ない場合には、その旨）を含む所定の事項を記載した書類を作成し、債権

者の閲覧に供するため、吸収合併の効力発生日までの間、これをその事務

所に備え置かなければならないこととされたこと （規則第５条第２項、。

第６条、第７条第２項及び第８条関係）

２ 新設合併の場合における債権者保護手続

（１）法第１１２条第１項各号に定める事項が関係設立団体の協議により定

められたときは、設立団体の長は、遅滞なく、その内容を当該設立団体が

設立した新設合併消滅法人に通知するものとされたこと （規則第９条第。

１項関係）

（２ （１）の通知があった場合には、新設合併消滅法人は、法第１１４条）

第２項に規定する一定の期間を設立団体の長の指定する日までの間で定め

るとともに、新設合併消滅法人の最終事業年度の貸借対照表（最終事業年

度がない場合には、その旨）を含む所定の事項を記載した書類を作成し、

債権者の閲覧に供するため、新設合併設立法人の成立の日までの間、これ

をその事務所に備え置かなければならないこととされたこと （規則第９。

条第２項及び第１０条関係）

第２ 地方独立行政法人の設立、定款の変更及び解散の認可の基準の一部改正

地方独立行政法人の合併の認可については、法その他の法令の規定によ

るほか、以下の基準によって審査することとされたこと。
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① 業務を効率的かつ効果的に行わせる等、合併を行う相当の理由が認め

られること （地方独立行政法人の設立、定款の変更、解散及び合併の。

認可の基準（平成１６年総務省・文部科学省告示第１号。以下「認可基

準」という ）第４の１関係）。

② 吸収合併の場合においては、吸収合併存続法人の定款の変更が、地方

独立行政法人の定款の変更の場合における認可の基準に適合しているこ

。（ （ ）、 （ ） （ ） ）と 認可基準第４の２ １ 第４の３ １ 及び第４の４ １ 関係

③ 新設合併の場合においては、新設合併設立法人の定款が、地方独立行

政法人の設立の場合における認可の基準に適合していること （認可基。

準第４の２（２ 、第４の３（２）及び第４の４（２）関係））

第３ 地方独立行政法人が出資等に係る不要財産を譲渡したときに出資等団体

に納付すべき金額を算定する基準等

（１）法第４２条の２第２項の規定に基づき、地方独立行政法人が出資等に

係る不要財産（法第６条第４項に規定する出資等に係る不要財産をいう。

以下同じ ）の譲渡収入による納付を行う場合に、出資等団体（法第４２。

条の２第１項に規定する出資等団体をいう。以下同じ ）に納付すべき金。

額は、アに掲げる額にイに掲げる割合を乗じて得た額とされたこと （算。

定基準第１条関係）

ア 譲渡収入の額から譲渡に要した費用の額のうち設立団体の長が定め

る額を控除した額

イ 出資等に係る不要財産の取得の日（当該出資等に係る不要財産につ

いて資本的支出があった場合には、直近の資本的支出があった日。以

下同じ ）において、当該出資等に係る不要財産に対する全ての出資。

等団体からの出資又は支出の合計額に相当する額が当該出資等に係る

不要財産の帳簿価額に占める割合

（２）出資等団体が２以上である場合の出資等割合の算定に用いる額は、次

の①及び②のとおりとされたこと。

① 出資等に係る不要財産の帳簿価額のうち全ての出資等団体からの出資

又は支出の総額に相当する額は、アに掲げる額にイに掲げる割合を乗じ

て得た額とされたこと （算定基準第２条第１項関係）。

ア 出資等に係る不要財産の帳簿価額

イ 出資等に係る不要財産の取得の日において、当該出資等に係る不要

財産に対する全ての出資等団体からの出資又は支出の合計額に相当す

る額が当該出資等に係る不要財産の帳簿価額に占める割合

② 出資等に係る不要財産の帳簿価額のうち一の出資等団体からの出資又

は支出の総額に相当する額は、アに掲げる額にイに掲げる割合を乗じて

得た額とされたこと （算定基準第２条第２項関係）。

ア 出資等に係る不要財産の帳簿価額

イ 出資等に係る不要財産の取得の日において、当該出資等に係る不要
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財産に対する一の出資等団体からの出資又は支出の額に相当する額が

当該出資等に係る不要財産の帳簿価額に占める割合

Ⅱ 地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解の改訂等に

関する事項

第１ 地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解の改訂

１ 出資等に係る不要財産の納付に係る会計処理

（１）地方独立行政法人が出資等に係る不要財産を納付した場合において、

当該出資等に係る不要財産が地方公共団体からの出資に係るものであると

きは、地方独立行政法人の資本金のうち当該出資等に係る不要財産に係る

部分として設立団体の長が定める金額により資本金を減少するものとされ

たこと （地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解。

（平成１６年総務省告示第２２１号。以下「会計基準」という ）第１章。

第９３の１及び第２章第９３の１関係）

（２）地方独立行政法人が出資等に係る不要財産を納付した場合において、

当該出資等に係る不要財産の取得時に資本剰余金が計上されているとき

は、地方独立行政法人の資本剰余金のうち当該出資等に係る不要財産に係

る部分の金額を資本剰余金から減少するものとされたこと （会計基準第。

１章第９３の２及び第２章第９３の２関係）

（３）出資等に係る不要財産の納付に係る譲渡取引のうち、設立団体の長が

指定した譲渡取引については、当該譲渡取引により生じた譲渡差額を損益

計算上の損益には計上せず、資本剰余金を減額又は増額するものとされた

こと （会計基準第１章第９４の１及び第２章第９４の１関係）。

（４）設立団体の長が指定した譲渡取引については、当該譲渡取引に要した

費用のうち、設立団体の長が納付額から控除を認める費用については、損

益計算上の費用には計上せず、資本剰余金を減額するものとされたこと。

（会計基準第１章第９４の２及び第２章第９４の２関係）

（５）出資等に係る不要財産を納付した場合における、満期保有目的の債券

の保有目的の変更、キャッシュ・フロー計算書の様式等について必要な規

定の整備が行われたこと （会計基準第１章第３１、第６５、第６７及び。

第６８並びに第２章第３１、第６５、第６７及び第６８関係）

２ 合併に係る会計処理

（１）合併前後における設立団体の地位の断絶・継続を基準として、地方独

立行政法人の合併を「取得」又は「設立関係の継続」に分類することとさ

れたこと。また、その他必要な用語の定義がなされたこと （会計基準第。

１章第１２１及び第２章第１２７関係）

（２）取得において、取得法人は、被取得法人の資本金、資本剰余金及び利

益剰余金を移転直前に付されていた適正な帳簿価額で引き継ぐとともに、
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被取得法人より移転する資産及び負債を時価で計上し、評価差額について

は資本剰余金を増額又は減額することとされたこと （会計基準第１章第。

１２２及び第２章第１２８関係）

（３）取得とされた合併がある場合には、注記事項として、合併の概要、財

務諸表に含まれている被取得法人の業績の期間並びに法人合併日に受け入

れた資産、負債及び純資産の額並びにその主な内訳を記載することとされ

たこと （会計基準第１章第１２３及び第２章第１２９関係）。

（４）設立関係の継続において、合併後法人は、消滅法人の資本金、資本剰

余金及び利益剰余金を移転直前に付されていた適正な帳簿価額で引き継ぐ

とともに、消滅法人から移転する資産及び負債を移転直前に付されていた

適正な帳簿価額で計上することとされたこと （会計基準第１章第１２４。

及び第２章第１３０関係）

（５）設立関係の継続とされた合併がある場合には、注記事項として、合併

の概要、財務諸表に含まれている消滅法人の業績の期間並びに法人合併日

に受け入れた資産、負債及び純資産の額並びにその主な内訳を記載するこ

ととされたこと （会計基準第１章第１２５及び第２章第１３１関係）。

（６）貸借対照表日後、監査報告書日までの間に合併が完了した場合又は貸

借対照表日後、監査報告書日までの間に法第１０８条第１項各号又は第１

１２条第１項各号に掲げる事項が関係設立団体の協議により定められた場

合には、重要な後発事象として注記を行うこととされたこと。また、当事

業年度中に法第１０８条第１項各号又は第１１２条第１項各号に掲げる事

項が関係設立団体の協議により定められたが、貸借対照表日までに合併が

完了していない場合についても、これらに準じて注記を行うこととされた

こと （会計基準第１章第１２６及び第２章第１３２関係）。

第２ 地方独立行政法人の退職給付に係る会計処理の当面の取扱いについて

企業会計における退職給付に係る会計処理については 「 企業会計基準第、『

２６号 退職給付に関する会計基準（改正平成２４年５月１７日、企業会計

基準委員会 』及び『企業会計基準適用指針第２５号 退職給付に関する会）

計基準の適用指針 改正平成２４年５月１７日 企業会計基準委員会 以（ 、 ）』」（

下「新基準」という ）により、退職給付引当金の計上方法の変更等を内容。

とする改正が行われ、平成２５年４月１日以後開始する事業年度以降、順次

適用することとされているところ。

新基準に係る独立行政法人会計における対応については、独立行政法人制

度改革に係る会計基準に関する検討と併せて整理することとし、当面の間、

現行の会計処理及び表示の方法（注記による開示を含む ）を踏襲すること。

、 、とされており 新基準に係る地方独立行政法人会計における対応についても

同様の取扱いとすること。

Ⅲ 地方独立行政法人制度に係る税制改正に関する事項
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第１ 地方独立行政法人に対する寄附金等に係る課税標準の特例措置の拡充

地方独立行政法人法施行令の改正により、博物館、美術館、植物園、動

物園又は水族館（以下「博物館等」という ）の設置及び管理が地方独立。

行政法人の業務の範囲に追加されたことを踏まえ、以下の改正がなされた

こと。

１ 所得税関係

博物館等の設置及び管理を行う地方独立行政法人に対して寄付金を支出

した場合において、総所得金額等の計算については、一定金額を所得金額

から控除することとされたこと （所得税法施行令（昭和４０年政令第９６。

号）第２１７条第１号の２関係）

また、博物館等の設置及び管理を行う地方独立行政法人に対して財産の

贈与又は遺贈を行った場合において、当該財産が当該贈与又は遺贈を行っ

た日から２年以内に当該地方独立行政法人の事業の用に供される又は供さ

れる見込みであるときの譲渡所得等の金額の計算については、当該贈与又

は遺贈はなかったものとみなすこととされたこと （租税特別措置法施行令。

（昭和３２年政令第４３号）第２５条の１７第５項関係）

２ 法人税関係

博物館等の設置及び管理を行う地方独立行政法人に対して寄付金を支出

した場合において、所得の金額の計算については、当該寄附金の額を損金

。（ （ ）に算入することとされたこと 法人税法施行令 昭和４０年政令第９７号

第７７条第１号の２関係）

３ 相続税関係

相続又は遺贈により財産を取得した者が、当該取得した財産を相続税の

申告書の提出期限までに博物館等の設置及び管理を行う地方独立行政法人

に対して贈与した場合については、当該財産の価額は当該相続又は遺贈に

係る相続税の課税価格の計算の基礎に算入しないとされたこと （租税特別。

措置法施行令第４０条の３第１号の３関係）

４ 地方税関係

個人住民税、法人住民税、事業税についても、上記１及び２と同様の取

扱いとされたこと （地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２３条第１。

項第３号及び第４号、第３２条第２項、第７２条の２３第１項並びに第３

１４条の７第１項関係）

５ その他留意事項

博物館等の設置及び管理を行う地方独立行政法人を含め、地方独立行政

法人は、公共上の見地からその地域において確実に実施することが必要な
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事務及び事業を行うものであり、特定の者の利益に資することを目的とす

るものではない。このため、１に関して、租税特別措置法施行令第２５条

の１７第５項第１号（贈与又は遺贈が公益の増進に寄与すること）及び第

３号（贈与又は遺贈により税負担を不当に減少させることがないこと）の

要件は、地方独立行政法人については所与のものとして、個別の贈与又は

遺贈ごとに改めてその該当有無を判断することはしないこととされている

ところ、このような税法上の取扱い及びその趣旨を踏まえ、地方独立行政

法人においては、贈与又は遺贈を行った者に対して特別の利益を与えるこ

とのないよう留意されたいこと。

第２ 地方独立行政法人に対する地方税の非課税措置の拡充

移行型地方独立行政法人等に係る地方税の非課税措置について、適用対

象を全ての地方独立行政法人に拡充することとされたこと （地方税法第。

２５条第１項、第７３条の３第１項、第１１５条第１項、第１４６条第１

項、第１７９条、第２９６条第１項第１号、第３４８条第８項、第４４３

条第１項、第５８６条第１項、第７０１条の３４第１項、第７０２条の２

第１項、第７０４条第１項及び第２項並びに地方税法施行規則（昭和２９

年総理府令第２３号）第１条の１１関係）

Ⅳ 施行期日

Ⅰ～Ⅲに関する改正規定については平成２６年４月１日から施行するものと

されたこと。


